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第１章 はじめに 

介護離職とは、従業員が家族の介護のために会社を辞めることを指します。介護離職は、従業員

本人にとってキャリアの中断や経済的な損失につながるだけでなく、企業にとっても貴重な人材を

失うことになります。 

介護離職を防ぐためには、企業と従業員双方の協力が不可欠です。企業は、介護休業制度や短時

間勤務制度などの制度を整備するだけでなく、従業員が安心して介護と仕事を両立できる職場環境

を作る必要があります。また、従業員に対して仕事と介護の両立に関する情報提供や相談窓口の設

置も重要です。 

一方、従業員自身も仕事と介護の両立に関する情報を収集し、早めに会社に相談することが大切で

す。介護休業や介護休暇、さらに短時間勤務など仕事と介護の両立のための制度や、介護保険制度

による介護サービスを利用したり、家族との協力体制の構築をしたりする必要があります。その

際、地域包括支援センターの専門家に早めに相談することも大事です。 

この手引きでは、介護離職を防止するために、企業と従業員として、どのような取り組みが大事

なのか、チェックツールを活用して、介護離職防止に向けどのように取り組むべきかを具体的に解

説しています。 

ぜひ参考にして、介護離職の防止に役立ててください。 

 

 

第２章 手引きの目的 

この手引きの主な目的は以下の通りです。 

１）介護離職の現状や原因を理解していただくこと 

２）介護離職を防止するために、企業と従業員それぞれが取り組むべきことを共有して、具体的な

解決策を協議する指針となること 

３）介護休業、介護休暇、短時間勤務制度、さらに介護保険制度などの制度も趣旨を理解し、それぞ

れを適切に利用して、これまでのキャリアを損なわずに仕事と介護の両立を支援すること 

４）企業として介護に関する情報提供や相談窓口の設置を促し、従業員の不安や負担を軽減するこ 

  と 
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第３章 介護離職の現状 

介護離職は深刻な社会問題となっており、その現状は以下のようになっています。 

１．介護離職者数 

総務省の調査によると、2022 年には約 10 万人が介護を理由に離職しています。これは 2006 年

と比較して約 2 倍に増加しており、少子高齢化が進む日本において、介護離職者が増加傾向にあ

ることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  長崎県も他の地域と同様に、少子高齢化が進み、介護を必要とする人が増えています。そのた

め、介護離職も深刻な問題となっており、県として様々な対策を講じています。 

 

２．介護離職者の特徴 

介護離職者の約 80％は女性です。年齢では 50 代が最も多く、次いで 40 代となっています。介

護に要する期間は平均 4 年から 5 年程度ですが、10 年以上も多く、長期にわたる介護が必要とな

る場合もあります。つまり、自分で介護に専念すると、離職するリスクが高くなります。 

長崎県の介護離職者の特徴としては、女性が多いことや、50 代が中心であることが挙げられま

す。これは全国的な傾向と同様です。 

 

３．介護離職の原因として代表的なものが以下の事例です。 

１）仕事と介護の両立の方法に関する理解不足 

２）勤務先の支援の少なさ 

３）介護休業や介護休暇（P37 まとめ 【参考】厚生労働省「仕事と介護の両立 ～介護離職を

防ぐために～」参照）などの両立支援制度の趣旨の理解が十分でないこと 

４）地域包括支援センターなど専門家のアドバイスを十分に利用していないこと 

５）介護保険制度に関する理解が十分でないこと 
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４．介護離職による影響として以下のような事例が存在します。 

１）親などの介護の課題のある社員自身のキャリアの中断や経済的な損失 

２）企業の人材不足や生産性低下 

３）社会全体の活力低下 

 

５．介護離職防止に向けた取り組みが全国的に進んでいます。 

１）企業における介護休業制度や短時間勤務制度の整備や利用方法に関する情報提供 

２）企業による仕事と介護の両立に関する情報提供や相談窓口の設置 

３）介護保険制度や地域包括支援センターに関する情報提供 

 

６．介護離職は今後も増加傾向にあると予測されています。 

介護離職を防止するためには、企業や行政だけでなく、社会全体で介護に対する理解を深め、支

え合う体制を構築する必要があります。 

 

【参考資料】総務省「令和 4年就業構造基本調査」 

独立行政法人労働政策研究・研修機構「介護離職の実態と課題」 
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第４章 長崎県のケアラー支援の目的と内容 

 「長崎県ケアラー支援条例」を令和 5年 4月 1日に施行しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長崎県では、介護離職を防止するために、以下の取り組み等を行っています。 

１．介護休業制度や短時間勤務制度の普及促進 

２．介護に関する情報提供や相談窓口の設置 

３．介護サービスの利用支援 

４．家族との協力体制構築支援 

５．介護離職防止セミナーや研修の実施 

６．企業への介護離職防止対策支援 

   この手引きもその一環として作成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長崎県ケアラー支援条例の前文】 

身近な人に無償で介護、看護、日常生活上の世話等の援助を行うすべての人が、援助を受

ける人と共に安心して人生を送ることができるようになることは、私たち県民の願いであ

る。 

 近年、少子高齢化、核家族化の進展等の社会環境の変化によって、家庭における介護等

の人手が不足し、ケアラーに過度な負担がかかっている。また、根強く残る「家族が介護

するのが当たり前」という規範意識もあいまって、ケアラーが孤立し、抱える悩みを声に

出しにくくなっており、受けられる支援すら届かないという課題が生じている。 

 これらの課題解決を図るため、ケアラーに対する早急な支援体制の強化等と併せて、県

民等がケアラーの問題を理解し、ケアラーが孤立したり、心身が疲弊することのないよう、

社会全体で支える機運を醸成していくことが重要である。 

 ここに、私たちは、ケアラーに対する理解を深めるとともに、社会全体で支えていく仕

組みを構築し、だれ一人取り残さないことを決意し、この条例を制定する。 
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第５章 急に起こる家族の介護問題 

親などの介護の課題は、親がいる限り誰にでも起こりうる可能性があります。その時期を事前に

予測できないため、予期せぬ事態に直面し、戸惑いや不安を感じる方も多いのではないでしょうか。

また障害を持たれた方の介護は高齢者介護以上に長く継続して対応する可能性も高くになり時とし

て状態や環境の変化に伴い新たな問題が発生します。 

ここでは、急な介護問題の発生や新たな問題が生じた場合などに直面する時に想定される、主な

課題について解説します。 

 

１．最も深刻化しやすいのが精神的な負担です。以下の問題が起きる可能性があります。 

１）突然の介護生活に戸惑い、不安やストレスを感じる。 

２）仕事や家庭との両立に悩む。 

３）介護疲れや睡眠不足に陥る。 

４）孤立感を感じる。 

 

２．介護離職すると、経済的な負担が大きな課題となります。しかも徐々に深刻化していくので介

護離職時には想定できない課題となって介護家族に負担をかけてしまうことになります。 

１）介護費用の負担が介護を受ける家族の重度化に伴い大きくなる。 

２）仕事を辞めたり、勤務時間を減らしたりすることで収入が減る。 

３）介護用品や介護サービスの費用がかかる。 

 

３．当初は感じなくても時間的な負担も精神的な余裕を失う要因となります。 

１）介護に多くの時間を費やす必要があり、自分の時間がなくなる。 

２）仕事や家事との両立が難しくなる。 

３）睡眠時間が減り、体調を崩しやすくなる。 

 

４．社会から隔離されると様々な情報が不足し適切な判断が難しくなっていきます。 

１）介護の相談やサービスを提供してくれる事業所の探し方がわからない。 

２）介護保険制度や介護サービスについて詳しく知らない。 

３）相談できる窓口が分からない。知らない。 

 

５．介護事業所や施設探し 

  １）入りたいタイミングで空いている施設がない。 

２）施設の費用が高く、利用できない。 

３）自宅での介護が難しく、施設入所を検討している。 
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６．同居か否か等、同じ家族でも環境が異なることで家族間の意見の相違が生じて意見が合わなく

なり課題の深刻化につながります。 

１）介護方針について、家族間で意見が対立する。 

２）介護の分担について、家族間で不満が生じる。 

３）介護に関する情報共有が不足し、連携がうまくいかない。 

 

７．心身にかかる負担による介護者の健康問題 

１）介護疲れやストレスにより、介護者の心身の健康が悪化する。 

２）持病が悪化したり、新たな病気を発症したりする。 

３）介護に専念するあまり、自分の健康管理を怠る。 

 

急な介護問題の発生や変化は、様々な課題を伴いますが、適切な対応と支援があれば乗り越えるこ

とができます。まずは、自分の置かれた環境を把握し、介護問題が発生した場合等でも一人で悩ま

ずに、周りの人に相談できる環境を整備していきましょう。 
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第６章 支援ツールを上手く使いましょう 

介護離職防止支援ツールには従業員（働いている方）用と企業用の２種類があります。 

どちらも介護離職のリスクを把握し、適切な対策を講じるためのツールです。しかし、チェック

シートを最大限に活用するためには、いくつかのポイントを押さえておく必要があります。 

以下の３つの視点は、より有効に活用するためのポイントとなります。 

上記の点を抑えて支援ツールの活用を進めてください。 

 

1. 従業員向けセルフチェックシート（Ａ～Ｃの３種類あります） 

１） 目的と活用方法 

 現在就業されている社員の皆さまが個人的または社内のセミナーや研修等で活用いただけるも

のとして作成しています。 

それぞれの現状をふまえながら項目をチェックすることで「確認しておくべきこと」や「知っ

ておくべきこと」など必要なことに気づくためのツールです。 

  今は問題なく就労できていても、いざ介護問題が起きると誰もが途方に暮れてしまい対応が遅

れてしまいます。そのような事態にならないためにも事前の備えとしてシートを使いセルフチェ

ックを行い自分の現状把握と今後の対策の検討資料としてご活用ください。 

 なおセルフチェックシートは汎用性が高く簡易的なＡ様式と、Ａ様式よりもさらに課題を整理

したい方向けのＢ様式（すでに介護をしている方がいる場合や、介護の可能性が高いご家族がい

る方向け）とＣ様式（Ｂ様式の対象にはならない方向け）があります。 

 

  

 

 

 

 

１．シートの目的を理解する 

チェックシートの目的を理解することが重要です。シートは、あくまで介護離職のリスクを

把握するためのものです。 

 

２．実態を回答する 

シートに回答する際は、できるだけ実態を回答するように心がけましょう。特に、介護状況

や仕事状況については、具体的な状況を把握しておくことが重要なためです。 

 

３．シートの結果を客観的に評価する 

シートの結果が出たら、それを客観的に評価しましょう。リスクが高いと判断された場合は、

早めに対策を検討する必要があります。 
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２）活用場面 

  社会生活の中で個人を取り巻く環境は常に変化しています。このチェックシートは１回のみで

はなく、以下の時期や家族の介護について気になる事が起きた場合に何度でも使い、常に家族の

介護問題に備えておくようにしましょう。 

①４０歳となり介護保険の被保険者になったとき 

②ご自身やご家族のどなたかの生活環境が変化したとき 

③ご家族のどなたかが後期高齢者（７５歳以上）となったとき 

 

 ３）使用する際に留意すべきポイント（主な項目の解説と留意点） 

 ①セルフチェックシートＡ 

自身の状況を、ご本人が考えている事を項目に従いチェックをつけて下さい。ご自分がご家族

の介護の問題についての現状把握ができます。 

  

 ②セルフチェックシート（Ｂ・Ｃ）共通した設問 

設問 留意点 

・Q1～Q5 

あなたの身近な方と

の今後についてお尋

ねします。 

 

 

現在実際に介護などを行っている方でも、今後の方向性などについて、

介護対象者と話し合っていない場合があります。介護対象者の要望は、

身体の具合などで変化していきますが、しっかりと今後についてコミュ

ニケーションが図れる関係性を築くことが大切です。 

また、介護対象者の思いを把握することで、今後の介護などの方法が相

互理解のもと明確になります。エンディングノート（※1）の活用も介護

対象者の意思を確認する意味で有効です。 

 

③セルフチェックシートＢのみ 

設問 留意点 

Q6～Q9 

あなたの身近な方へ

のお世話に関してお

尋ねします 

従業者の介護などに対する不安などの心情を具体的に把握することも

重要です。Q9 については、仕事と介護などの両立についての設問ですの

で、回答に応じて両立制度ならびに専門の相談機関の周知や個別の対応

が更に必要となります。 

Q10～Q14 

あなたの介護等に関

する考えや予備知識

などについてお尋ね

します 

 

介護などに対する知識は、実際に直面しないと理解できないこともあり

ますが、事前に地域包括支援センター（高齢者）（※2）や相談支援事業

所（障がい者）（※3）などを知っておくことで、早期の対応が可能とな

ります。会社内でもパンフレットなどを準備し、相談を促進する体制整

備が重要です。また Q10 ならびに Q11 は職場内の人間関係などが起因す

ることがありますので、部署の管理者などが相談に対応できる体制づく

りや相談しやすい雰囲気の醸成が必要です。 
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Q15～Q20 

あなたの仕事や職場

の状況についてお尋

ねします 

 

会社内での両立支援制度への従業者の理解や職場内のコミュケーショ

ンの現状、人間関係、業務改善の実現度などの設問となります。特に有

給取得や時間外勤務などは、ワークライフバランスにとって重要な要素

となりますので、定期的な確認、分析が必要です。また、管理側と従業

者では適切な業務量や満足度など差異が生じる場合がありますのでご

留意ください。 

 ④セルフチェックシートＣ 

設問 留意点 

Q6～Q8 

あなたの身近な方へ

のお世話に関してお

尋ねします 

従業者の介護などに対する不安などの心情を具体的に把握することも

重要です。Q8 については、仕事と介護などの両立についての設問ですの

で、回答に応じて両立制度ならびに専門の相談機関の周知や個別の対応

が更に必要となります。 

Q9～Q13 

あなたの介護等に関

する考えや予備知識

などについてお尋ね

します 

 

現在は介護などを行う予定がなくても、事前に専門の相談機関などを知

っておくことで、親族や友人、同僚などの相談に対応することができま

す。会社内でもパンフレットなどを準備し、相談を促進する体制整備が

重要です。また Q9 ならびに Q10 は職場内の人間関係などが起因するこ

とがありますので、部署の管理者などが相談に対応できる体制づくりや

相談しやすい雰囲気の醸成が必要です。 

Q14～Q19 

あなたの仕事や職場

の状況についてお尋

ねします 

 

会社内での両立支援制度への従業者の理解や職場内のコミュケーショ

ンの現状、人間関係、業務改善の実現度などの設問となります。特に有

給取得や時間外勤務などは、ワークライフバランスにとって重要な要素

となりますので、定期的な確認、分析が必要です。また、管理側と従業

者では適切な業務量や満足度など差異が生じる場合がありますのでご

留意ください。 

 ⑤回答用紙 

  セルフチェックシートＢ・Ｃにつきましては、P26～27 の回答用紙を活用し、設問をご覧いた

だきながら、該当する項目に〇をご記入ください。 

  回答用紙は、あくまで一例ですので、集計の方法については、グーグルフォームの活用等、各企

業で工夫頂けますと幸いです。 

 

※1 エンディングノートとは人生の終末期に向けて、自分の希望や情報を整理しておくためのノー

トです。厚生労働省の「人生会議」のウェブサイトには、エンディングノートの活用例や、人生

の最終段階における医療・ケアに関する情報も掲載されています。 

  厚生労働省ホームページ 「人生会議」してみませんか 参照 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02783.html 

※2 P36 第７章 １．②地域包括支援センター参照 

※3 P36 長崎県ホームページ「指定相談支援事業所一覧」参照 
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従業員向けセルフチェックシート（Ａ～Ｃ） 

シート挿入 
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２．企業が実施する介護離職防止等の為のセルフチェックシート調査 

１）目的と活用方法 

企業が行う介護離職防止の調査は、従業員の介護状況やニーズを把握し、適切な支援策を講じ

るために重要な取り組みです。その目的には以下の事があげられます。 

①従業員の介護状況やニーズを把握する 

②介護離職のリスクを把握する 

③介護離職防止のための課題を明確にする 

④介護に関する公的な相談機関等を紹介し、適切な介護サービスの利用に繋げ、介護負担の軽減 

を図る 

⑤従業員の満足度や定着率向上につなげる 

  

  企業側が調査を行う場合には、その趣旨を十分に説明し決して従業員が不安にならないように

配慮して行いましょう。特に調査結果の活用について従業員本意である事を示し、結果を有効に

活用する事を示すことが大切です。 

 調査結果の活用については以下のような例が考えられます。 

①介護離職防止のための制度や施策の検討・改善  

②従業員への情報提供や相談窓口の設置  

③介護に関する研修やセミナーの実施  

④職場環境の改善（フレックスタイム制、在宅勤務制度など） 

 

２）活用場面 

  企業が調査を行う場面としては以下の時期が想定されます。 

① 社内研修や会議などのタイミング 

（企業用セルフチェックシート） 

② 社員が４０歳を超え両親が後期高齢者になる事が想定される場合 

③ 入社後に一定の期間が経った時期（社内で実施する就業年数を設定） 

（セルフチェックシートＢ・Ｃ） 

④ 定期的に両立支援制度に対する体制整備が出来ているかを確認する場合 

  調査はセルフチェックシートと同様に、従業員の生活環境は変化することを想定し定期的に繰

り返し実施して、実態把握に努める事が有効活用のポイントです。 
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３）使用する際に留意すべきポイント（主な項目の解説と留意点） 

設問 留意点 

Q1～Q7 

「相談窓口」での両

立課題の共有 

企業側の両立支援制度に対する体制整備など現状の確認とその企業姿

勢が従業者に認知されているか、またそれらに関する従業者の課題や考

え方などを確認することが大切です。現状把握のための手段として、セ

ルフチェックシートＡや離職防止の為のセルフチェックシートＢ・Ｃを

定期的に有効活用しましょう。 

Q8～Q16 

企業の「仕事と介 

護の両立支援制度」

の手続き等の周知 

企業としての具体的な両立支援体制の整備状況を確認する設問となり

ます。また、整備されていたとしても職員への周知が出来ていなければ

意味がありません。説明会の開催やポスター掲示、相談窓口の設置など

の説明の機会を工夫して確保しましょう。 

Q17～Q19 

働き方の調整 

仕事と介護の両立の為には、様々な働き方が選択できる環境が重要で

す。業種によって異なる点はありますが、フレックスタイム制度やWEB

を活用した在宅勤務制度など、企業として多様な働き方が整備できて

いるかの確認が大切です。 

Q20～Q23 

職場内の理解の 

醸成 

従業者への両立支援制度の周知については、企業姿勢として提示する

ことも重要ですが、社内の各部門や部署内での周知も必要です。特に

部門長や役職者は、朝礼や定期ミーティングなどでの制度の周知徹底

を図りながら、日頃からその姿勢を示すことが大切です。 

Q24～Q25 

上司や人事による継

続的な心身の状態の

確認 

両立支援制度を活用した従業者に対しても、復職を支援する意味で役

職者は介護などの問題に直面している従業者の情報収集、定期面談な

ど気軽に相談できる良好な人間関係を醸成することが大切です。 

Q26～Q27 

社内外のネットワー

クづくり 

介護などの背景には様々な課題が存在し、その境遇を理解できる相談者

がなく、しばしば孤独になりがちです。社内に両立支援制度を活用して

いる従業者が複数存在する場合には、相互の同意を得たうえで、相談し

あえる機会を設定することも効果的です。同様の悩みを共有することで

安心感につながります。 

・Q28～Q32 

仕事や職場の状況に

ついて 

企業内の両立支援制度に対しての考え方や企業姿勢についての設問で

す。企業としての体制整備の実施にあたっては、厚生労働省ホームペー

ジ（※4）において、仕事と介護の両立に当たっての課題や企業の両立支

援策の主旨や介護休業制度等の周知を行う等の対策を説明しています

のでご参照ください。 

 

※4 P37 まとめ 【参考】厚生労働省「仕事と介護の両立 ～介護離職を防ぐために～」参照 
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企業が実施する介護離職防止等の為のセルフチェックシート 
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第７章 外部機関や団体・専門家の利用 

 介護の問題が発生した時には専門機関や専門職に相談できる体制が必要です。 

 以下は主な相談及び支援機関または専門職です。 

１．高齢者の介護に対応 

 ①ワークサポートケアマネジャー 

ワークサポートケアマネジャーは、日本介護支援専門員協会の認定資格で、家族等の介護を抱

えている社員等が、仕事と介護を両立できる社会を目指し、社員等が介護をしながら意欲的に

働けるようサポートする専門職です。 

 

ワークサポートケアマネジャーの役割 

・企業等に勤務する社員等の介護問題に関する情報提供と相談支援 

・契約企業等が抱える介護離職問題への側面的支援 

・地域包括支援センターや居宅介護支援事業所等の介護関係の社会資源への紹介およびその

仲介 

・社会保険労務士や産業医及びかかりつけ医と連携した社員等への介護離職予防への対応 

・介護保険制度に関するセミナー開催支援等の、企業による介護離職予防のための支援 

 

具体的にワークサポートケアマネジャーが行う支援は、企業の要望や状況により様々ですが、

社員向けの介護離職予防セミナーの開催から、既に介護の問題を抱えている社員の個別相談

と支援など、幅広く対応します。 

 

参考 日本介護支援専門員協会 ワークサポートケアマネジャー 総合ページ 

    

 

   相談窓口 

長崎県介護支援専門員協会 問い合わせフォームよりご相談ください 

   http://nagasaki-cma.org/contact/ 
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②地域包括支援センター（所属する専門職：社会福祉士、保健師、主任介護支援専門員） 

地域包括支援センターとは、高齢者の方々が住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、様々な

支援を行う機関です。全国の市区町村に設置されており、高齢者本人だけでなく、家族や地域住民

も相談など原則無料で利用できます 

長崎県ホームページ「長崎県内地域包括支援センター一覧」参照 

https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2025/01/1738129087.pdf 

 

 

 ③居宅介護支援事業所（介護支援専門員） 

  居宅介護支援事業所とは、要介護者の相談に対応しケアプラン作成を行います。ケアプラン作成後

は、ケアプランに基づいて、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与などの介護サービスを提供する事

業者との連絡・調整を行います。相談及びケアプラン作成等の支援についての利用者負担はありま

せん。 

  居宅介護支援事業所は医療法人や社会福祉法人等が運営しており、県内各地にあります。事業所の

所在地については市町村の介護保険担当窓口にお問い合わせいただくか、厚生労働省の「介護サー

ビス情報公表システム」で情報を検索できます。  

長崎県の居宅介護支援事業所も検索できますので、ぜひご活用ください。 

介護サービス情報公表システム 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/42/index.php 

 

    

長崎県ホームページ「指定相談支援事業所一覧」参照 

   https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2024/11/1732769078.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

まとめ 

介護は誰にでも起こりうる問題です。介護離職を防ぐためには、企業と従業員が協力し、安心し

て介護と仕事を両立できる社会を実現する必要があります。 

また企業にとっても介護離職は優秀な人材を喪失するという損害を受けます。企業は、介護離職

防止対策を講じることで、優秀な人材の確保や定着、企業のイメージ向上につなげることができま

す。 

この手引きが、その一助となれば幸いです。 

 

 

【参考】 

厚生労働省「仕事と介護の両立 ～介護離職を防ぐために～」を検索 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/inde

x.html 

 

長崎県のケアラー支援や介護離職防止に関する情報（長崎県庁 高齢者福祉課） 

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/shakaihukushi/carers/ 

 

 


